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2.8 航空レーザ測深（Airborne Laser Bathymetry : ALB） 

 
 

 

図 34 航空レーザ測深 

 
  

航空レーザ測量の形態として、陸上の地形計測以外に水部の地形計測を実施する航空レーザ測深が

ある。航空機にレーザスキャナ（水部用には緑（グリーン）レーザ）を搭載して、空から水部内の面的

な３次元点群データ、写真画像を取得する手法である。固定翼（セスナなど）に搭載した計測と回転翼

（ヘリコプターなど）に搭載した計測の２種類に大別されている。 
レーザ測深機を用いた測量は、「航空レーザ測深機を用いた公共測量マニュアル（案）平成 31 年 3

月」が制定され、緑波長のレーザ光を採用して陸水部の標高を面的に取得するための標準的な作業方

法等が定められている。従来の近赤外波長を使用する航空レーザ測量と原理は同じであり、取得した

３次元点群データからは、格子状の標高データであるグリッドデータや等高線データの作成が可能で

ある。 
海岸・海洋分野、河川分野などで実用的に活用され始めている。このような状況から、「航空レーザ

測深機を用いた公共測量マニュアル（案）平成 31 年 3 月」（国土地理院）が公表された。 
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2.8.1 主な特徴 
航空レーザ測深の主な特徴を次に示す。 
 

（１）メリット 
ア 海域及び河川において、上空からの計測を行うことにより、広範囲の水部内の面的な地形データ  

を得ることができる。特に浅い水深域において船舶による計測ができない範囲の計測ができる。ま

た、面的な点群データであることから、DEM や等高線データの作成も可能である。 
イ 一定間隔ごとの断面図からでは把握できなかった面的・局所的な洗堀、深掘れなどの状況把握も 

可能となる。 
 

（２）デメリット  
ア 計測域における水質が航空レーザ測深限界に大きく影響し、地域により異なるが計測可能な時期

が限定される。 
 

（３）地形測量精度 
 

表 22 精度 

区分 精度（標準偏差） 
陸部の標高 0.3m 以内 
水部の標高 0.3m 以内 

 

出典：「航空レーザ測深機を用いた公共測量マニュアル（案）」 

 
内挿補間した後のメッシュデータは、メッシュ内に計測点があるかないかで精度区分が異なる。 
（メッシュ内にある場合：0.3m 以内、ない場合：2.0m 以内） 
 

2.8.2 主な利用場面 
航空レーザ測深は、海岸、港湾、河川での地形データ取得に用いられている。既存の調査計測事例にお

ける水質調査成果では、透明度と計測可能深度とは相関の可能性が、濁度と計測可能深度とは逆相関の可

能性があることから、この２つを調査項目として採用することを推奨されている。 
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2.9 マルチビーム測深 
 

 
【解説】 
水中地形計測技術は、古くは目盛付の索に重りをつけた測定器（レッド索）を船から垂らし水深を読み

取る基本的な方法であった。 
20 世紀後半からは超音波を水底に向けて発信し、その反射時間から水深を計算する音響測深機（シン

グルビーム音響測深）が一般的となった。これは、測深点としては船舶直下の 1 点のみであるが、船舶が

進行することで航跡直下の連続的な水深計測が行えるようになったものである。測定に当たっては、水温

や塩分濃度による音速度補正、潮汐の干満による潮位補正等が必要となる。 
近年は、超音波技術を発展的に利用したマルチビーム音響測深機が広く普及している。これは、超音波

を扇状に発信し、1 回の音波発信で船舶の直下・左右で数百点の水深データが得られるもので、音波を発

信しながら船舶が進行することで、航行した範囲の水底地形が面的に取得される機器となっている。測定

に当たっては、音速度補正、潮位補正に加えて、計測時の船舶動揺・方位の補正、機器の取り付け位置・

角度の補正等が必要となる。なお、マルチビームソナーに加えて、これらの補正データを取得する周辺機

器類（GNSS、動揺・方位センサー、音速度計測装置、収録 PC 等）を含めた総称として「マルチビーム

測深システム」という。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 35 マルチビーム音響測深とシングルビーム音響測深 

 
 

 

 
  

水底地形を３次元で計測できるマルチビーム音響測深により、海岸、港湾、河川、ダム貯水池等の詳

細な地形を把握する深浅測量が可能となっており、海岸保全、港湾維持管理、河床変動、ダム堆砂、施

工管理、水産といった幅広い分野での計画・検討やモニタリングに利用されている。 
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2.9.1 主な特徴 
マルチビーム測深の主な特徴を次に示す。 

（１）メリット 
ア 現在、水中地形を面的かつ正確に計測できる一般的な方法である。 
イ 目的に応じた多様な機種ラインナップがあり、数メートルの浅所から数千メートルの深海までを

網羅する。 
ウ 計測結果は一般的な点群データ（txt 形式、csv 形式等）として処理されるため、陸上部点群デー

タとの合成により、水陸一体データとして活用可能である。 
 
（２）デメリット 

ア 測量船の進入困難な浅所（概ね水深 3m 以浅）については、データ取得が困難である。 
イ 音響特性上、扇状の超音波ビームの端部は精度が劣化する傾向にあり、このような事項を含めた 

取得データの質の評価は、十分な経験を有する技術者の判断を要する。 
ウ 取得データについて、写真等による実物の確認が行えないため、データ処理において十分な経験 

を有する技術者の判断を要する。 
エ 測深速度が 3～6 ノット程度のため、広大な範囲を実施する際は、多くの作業時間を要する。 

 
（３）測深精度 

マルチビーム音響測深の機械精度（レンジ分解能）は、機器により幅があるものの、広く普及している

浅海用マルチビームで 6～50mm となっている。 
システム全体がもつ計測精度は、対象水深（計測密度）、地形条件、気象・海象状況、GNSS 状況（衛

星の数・配置・電離層状態など）、動揺・方位センサーの姿勢等の精度を統合した結果で評価を行い、作

業の範囲や種類により、表 のとおり求められている。 

表 23 測深精度 

要求精度 記載文書 
深浅測量の精度 

①定期横断、流量観測用横断 ±15cm 
②その他の横断（急流）     ±30cm 
③その他の横断（緩流）     ±20cm 
④湖・ダム                 ±(10＋h /100) cm(※) 
⑤海岸                     ±(20＋h /100) cm(※) 

 (※)h：cm 単位（深さ） 

「河川定期縦横断測量業務 
実施要領・同解説 建設省河川
局治水課監修 平成 9 年 6 月」
（財団法人 日本建設情報総
合センター） 

深さの測定の誤差の限度 
√(a2+(bd)2) m  d は水深(m) 
①特級の水域の水深          a=0.25m、b=0.0075 
②1a（1b）級の水域の水深   a=0.5m、b=0.013 
③2 級の水域の水深          a=1m、b=0.023 

「平成 14 年 4 月 1 日海上保安
庁告示第 102 号(海上保安庁告
示第 110 号一部改正)別表第 2」
（海上保安庁） 
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2.9.2 主な利用場面 
マルチビーム測深は、海岸、港湾・漁港、河川、ダム貯水池で利用されている。 
農業農村整備分野における活用事例として、排水機場の排水樋門の更新に当たり、水中３次元スキャナ

ーを活用し、樋門周辺の護岸を計測し、３次元点群データにより損傷や変状の有無の確認を行った事例が

ある。水中３Ｄ スキャナーは超音波を使用しているため、濁水中などの潜水目視や航空機レーザー（ALB）、

グリーンレーザー等が不向きな箇所でも水中構造物の状況が把握可能であり、取得データの点群間隔も

小で１～２cm と小さいため、物体の形状把握に有効である。 

マルチビーム測深技術は、現在、小型化（無人化）、自動化の取り組みが行われており、現地作業の省力

化、効率化、安全の確保といった効果が期待される。また、航空レーザ測深との併用により、マルチビー

ム測深が不得手とする浅所部は航空レーザ測深を実施し、航空レーザでの計測が困難な深所部はマルチビ

ーム測深を実施するというそれぞれの特徴を生かした計測により、効率化、省力化及び一層の安全の確保

が図られることが期待される。 
 

 
 

 

 

図 36 マルチビーム測深の利用場面 

 
出典：平成 31 年度  新川流域二期農業水利事業 新川河口自然排水樋門総合技術業務 

農林水産省 北陸農政局 新川流域農業水利事業所 

令和元年度 新川流域二期農業水利事業 新川河口自然排水樋門建設工事に係る技術協力業務 

農林水産省 北陸農政局 新川流域農業水利事業所 

 

 

調査方法 調査結果① 

調査結果② 調査結果を踏まえた護岸工の設計 
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